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１【臨時報告書の提出理由】

「コア投資戦略ファンド（安定型）」及び「コア投資戦略ファンド（成長型）」の運用の基本方針に

ついて重要な変更がありましたので、金融商品取引法第24条の5第4項及び特定有価証券の内容等の開示

に関する内閣府令第29条第2項第3号に基づき、本臨時報告書を提出するものです。

２【報告内容】

イ．変更の内容についての概要

当ファンドの投資態度の変更を行うため、投資信託約款中の運用の基本方針について、以下のとおり

所要の変更を行います。

「コア投資戦略ファンド（安定型）」に係る投資信託約款の変更の案

該当箇所のみ記載しており、下線部    は変更部分を示します。

変更後 変更前

運用の基本方針

（前略）

2.運用方法

(1)（略）

(2)投資態度

①主として、国内株式、国内債券、先進国株式、先

進国債券、新興国株式、新興国債券、国内不動

産投資信託証券（以下「国内リート」といい

ます。）、海外不動産投資信託証券（以下「海

外リート」といいます。）、貸付債権（以下

「バンクローン」といいます。）、コモディ

ティ
＊1

、ヘッジファンド
＊2

及びその他の様々

な資産を実質的な投資対象とする投資対象

ファンドに分散投資します。

（中略）

②（略）

※投資割合の決定にあたっては、先進国債券、

新興国債券及びバンクローン等を投資対象

とし、為替ヘッジを行うことで為替変動リ

スクの低減を図るファンドを国内債券と位

置づける場合があります。

（後略）

運用の基本方針

（前略）

2.運用方法

(1)（略）

(2)投資態度

①主として、国内株式、国内債券、先進国株式、先

進国債券、新興国株式、新興国債券、国内不動

産投資信託証券（以下「国内リート」といい

ます。）、海外不動産投資信託証券（以下「海

外リート」といいます。）、コモディティ
＊1

及

びヘッジファンド
＊2

を実質的な投資対象とす

る投資対象ファンドに分散投資します。

（中略）

②（略）

※投資割合の決定にあたっては、先進国債券、

新興国債券を投資対象とし、為替ヘッジを

行うことで為替変動リスクの低減を図る

ファンドを国内債券と位置づける場合があ

ります。

（後略）

「コア投資戦略ファンド（成長型）」に係る投資信託約款の変更の案

該当箇所のみ記載しており、下線部    は変更部分を示します。

変更後 変更前
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運用の基本方針

（前略）

2.運用方法

(1)（略）

(2)投資態度

①主として、国内株式、国内債券、先進国株式、先

進国債券、新興国株式、新興国債券、国内不動

産投資信託証券（以下「国内リート」といい

ます。）、海外不動産投資信託証券（以下「海

外リート」といいます。）、貸付債権（以下

「バンクローン」といいます。）、コモディ

ティ
＊1

、ヘッジファンド
＊2

及びその他の様々

な資産を実質的な投資対象とする投資対象

ファンドに分散投資します。

（中略）

②（略）

※投資割合の決定にあたっては、先進国債券、

新興国債券及びバンクローン等を投資対象

とし、為替ヘッジを行うことで為替変動リ

スクの低減を図るファンドを国内債券と位

置づける場合があります。

（後略）

運用の基本方針

（前略）

2.運用方法

(1)（略）

(2)投資態度

①主として、国内株式、国内債券、先進国株式、先

進国債券、新興国株式、新興国債券、国内不動

産投資信託証券（以下「国内リート」といい

ます。）、海外不動産投資信託証券（以下「海

外リート」といいます。）、コモディティ
＊1

及

びヘッジファンド
＊2

を実質的な投資対象とす

る投資対象ファンドに分散投資します。

（中略）

②（略）

※投資割合の決定にあたっては、先進国債券、

新興国債券を投資対象とし、為替ヘッジを

行うことで為替変動リスクの低減を図る

ファンドを国内債券と位置づける場合があ

ります。

（後略）

ロ．当該変更の年月日

平成25年10月11日
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